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食育政策の現状

１．目標の偏り

あるべき方向

食育基本法
で目指す
日本の姿

・社会
・国民
・地域
・家庭
・学校

etc.  ..

指標で把握してい
る指標が極めて
限定的

２．目標と数値の妥当性 ３．施策の寄与度

指標 農林漁業体験を経験した
国民の割合

→ 平成27年までに30％に

農林水産省アンケートの質問
「あなた又はあなたの家族の
中で農林漁業体験に参加
した人はいますか
1．いる 2．いない」

社会・地域・家庭等
の変化がほとんど
カバーされていない

調査対象家族の
中に農林漁業体
験をした人が1人
いると調査結果は

100％に

施策

農林漁業者による生産の場等に
おける食育活動の推進
（H26:333百万円）

食や農林水産業への理解を深め
るための体験活動などの
食育活動をフード
チェーンを通じて
一体的に行う

３万人参加しても
施策の寄与度は

0.03％未満
費用対効果は？

１．包括的な目標設定 ２．適切な指標と目標数値の採用 ３．ロジック・ツリーに基づく
寄与度の高い施策選択

食育基本法
で目指す
日本の姿

・社会
・国民
・地域
・家庭
・学校

etc.  ..

設定すべき目標例：

・郷土料理保存継承
率

・国民の食品ロスに
対する関心率

・地域における食育
イベント数

・18歳以下の子ども
をもつ親の食育関
心率

など

指標例：郷土料理保存継承率
→ 平成32年までに100％に

将来あるべき姿
を概念化

概念を具体的な
指標に転換

ボトルネック（あい
路）を発見し重要
な要因に対策

なぜ郷土料理が
継承され
ないのか

郷土料理が知ら
れていない

学校給食
での提供

新聞の地域面
での定期的な

解説

郷土料理を教わ
る機会がない

食生活改善
指導員の

郷土料理研修

親子料理教室
の開催

中心となる団体
がいない

保存会立ち上げ
支援事業

１）全国の郷土料理のリスト化
（地方自治体アンケート）

２）レシピの作成・保存
３）学校給食での提供（＝数値化）

※地域保存会があればさらに望ましい


